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原子力安全・保安院は、電力会社のデータ改ざんや必要な手続き

の不備等の問題を踏まえて、各電力会社から本年３月３０日に提出

された総点検結果報告書、及び本年４月６日に提出された再発防止

対策報告書の内容、並びに強化して実施した保安検査の結果を踏ま

えて、その評価と今後の対応を本年４月２０日に「発電設備の総点

検に関する評価と今後の対応について」（以下、「報告書」という。）

としてとりまとめて公表したところである。 

また、併せて「北陸電力株式会社志賀原子力発電所１号機におけ

る平成１１年の臨界事故及びその他の原子炉停止中の想定外の制御

棒の引き抜け事象に関する調査報告書」をとりまとめて公表した。 

報告書に示す今後の対応については、総点検の結果の評価を踏ま

え、総点検の４つのねらいである、①過去の不正を清算し、②不正

を許さない仕組みを構築し、③事故やトラブルの情報を共有して再

発防止に活かす、④これらの活動を着実に進めていくことにより電

力会社の体質を改善させる、ことを実現するため、原因の究明と再

発防止対策を検討し、今後の発電設備の安全・保安の向上、安全文

化の構築に具体的につながる対応として、３０項目を明らかにした。 

 今後は、これらの３０項目の具体化を図り、実効性を確保して、

発電設備の一層の安全向上につなげていくことが重要であり、この

ために、これらの３０項目の具体的な実施内容と実施の目標時期を

定めた行動計画をここにとりまとめた。 

この行動計画をとりまとめるに当たっては、報告書に対する原子



力安全委員会決定と原子力委員会見解の指摘を踏まえた。 

なお、この行動計画においては、行動計画という観点から報告書

の３０項目の配列を変えてある（ただし、各項目の頭にある番号は

報告書のものと同じである。）。 
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１．行政処分と総点検結果を踏まえた特別な対応 

 

 

（１）保安規定の変更命令（原子力分野の行政処分） 

① 評価区分Ⅰに該当する次の７原子力発電所について、本年５

月７日に原子炉等規制法第３７条第３項に基づき、保安規定の

変更命令（別紙参照）を行い、保安規定の変更認可申請を行う

よう指示した。なお、本年４月２０日に、本年４月２７日を期

限とした弁明の機会を付与したが、弁明はなされなかった。 

・北陸電力㈱志賀原子力発電所 

・東京電力㈱福島第一原子力発電所 

・東京電力㈱福島第二原子力発電所 

・東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所 

・中国電力㈱島根原子力発電所 

・日本原子力発電㈱敦賀発電所 

・日本原子力発電㈱東海第二発電所 

 

② 保安規定の変更認可申請があり次第、今回の総点検の結果を 

踏まえ、保安規定の変更命令の趣旨に合致しているかどうか、

及びその内容が原子炉による災害の防止上十分な規定になって

いるかどうかについて厳格な審査を行い、１ヶ月以内を目途に

認可する予定。 
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（２）保安規程の変更命令（水力・火力分野の行政処分） 

① 評価区分Ⅰに該当する次の１０電気事業者について、本年５

月７日に、電気事業法第４２条第３項に基づき、保安規程の変

更命令（別紙参照）を行い、保安規程の変更届出を行うよう指

示した。なお、本年４月２０日に、本年４月２７日を期限とし

た弁明の機会を付与したが、弁明はなされなかった。 

・北海道電力㈱ 

・東北電力㈱ 

・東京電力㈱ 

・中部電力㈱ 

・北陸電力㈱ 

・関西電力㈱ 

・中国電力㈱ 

・九州電力㈱ 

・沖縄電力㈱ 

・電源開発㈱ 

 

② 保安規程の変更届出があり次第、今回の総点検の結果を踏ま

え、保安規程の変更命令の趣旨に合致しているかどうか、及び

その内容が電気工作物の工事、維持及び運用に係る安全の確保

に関し十分な規定になっているかどうかについて厳格な確認を

行う。 
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（３）技術基準適合命令（水力分野の行政処分） 

① 評価区分Ⅰに該当する次の水力発電施設について、本年５月

７日に電気事業法第４０条に基づき、技術基準適合命令（別紙

参照）を行い、安全性が確認されるまで使用を停止することを

命令した。なお、本年４月２０日に、本年４月２７日を期限と

した弁明の機会を付与したが、弁明はなされなかった。 

・東京電力㈱小武川第三発電所上来沢川ダム 

・北陸電力㈱市ノ瀬発電所西谷ダム 

 

② 今後、改修に関する工事計画の届出を受け、計画の内容が技

術基準に適合しているかについて、安全性の確認を行う。また、

工事実施後、立入検査により施工状況の確認を行う。 
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（６）直近の定期検査における特別な検査の実施（原子力） 

① 評価区分Ⅰに該当する次の９プラントの直近の定期検査にお

いて、検査の適正な実施及び原子炉停止中の作業の安全の確保

の観点から、通常の定期検査に加えて、期間を延長して特別な

検査を実施する。直近の定期検査については、前倒し又は延長

して行う。 

(ｲ)定期検査中のプラント 

a.定期検査終了後の次回の定期検査を前倒しするもの 

・福島第二原子力発電所４号機：本年１２月開始予定（当初予

定は平成２０年２月８日～） 

・島根原子力発電所１号機：本年１２月上旬開始予定（当初予

定は平成２０年１月１２日～） 

・東海第二発電所：本年１２月中旬開始予定（当初予定は平成

２０年３月２８日～） 

b.定期検査を延長するもの 

・敦賀発電所１号機：本年６月１５日に終了予定の定期検査を

１ヶ月程度延長する。 

(ﾛ)定期検査中ではないプラント 

a.次回の定期検査を前倒しするもの 

・志賀原子力発電所１号機：本年７月上旬開始予定（当初予定 

 は本年８月１８日～） 
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・柏崎刈羽原子力発電所１号機：本年５月４日開始予定（当初 

 予定は本年５月１３日～） 

・島根原子力発電所２号機：本年５月８日開始予定（当初予定 

 は本年６月２日～） 

・福島第一原子力発電所３号機：特別な保安検査（本年６月頃 

 実施）の後、速やかに開始予定（当初予定は本年９月１日～） 

・敦賀発電所２号機：特別な保安検査（本年６月頃実施）の後、 

 速やかに開始予定（当初予定は本年９月６日～） 

 

② 特別な検査の内容は、次のとおりである。 

・原子炉停止中の安全装置の構成（作動状況）が検査要領書に

記載された状態であることの確認について、事業者の実施内

容を確認するとともに、実際にその状態が構成されているこ

とを立会いで確認する。 

・同時に確認する場所が２箇所ある場合には、検査官がそれぞ

れ立会いを実施する。 

・検査前の状態や検査要領書に記載された状態であることの確

認について、その準備段階毎に事業者の実施内容を確認する

とともに、実際にその状態が構成されていることを確認する。 

・検査判定基準について、設置許可や工事計画等に遡って確認

する。 

・検査計器の校正記録や補正係数等を確認する。 
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（７）特別原子力施設監督官による原子力発電所の特別な監督（原

子力） 

 

① 評価区分Ⅰに該当する次の７原子力発電所に対する特別原子

力施設監督官として、本年４月２７日付けで管理職７名を発令

した。 

・北陸電力㈱志賀原子力発電所 

・東京電力㈱福島第一原子力発電所 

・東京電力㈱福島第二原子力発電所 

・東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所 

・中国電力㈱島根原子力発電所 

・日本原子力発電㈱敦賀発電所 

・日本原子力発電㈱東海第二発電所 

 

② 本年度第１回保安検査（本年５月～６月実施）から、まず今

後１年間を目途に特別原子力施設監督官による特別な監査・監

督を実施することに加え、検査期間を延長した特別な保安検査

を実施する。さらに前項(6)の特別な検査に対する実施状況の監

督を行う。 

 

③ 本年度の特別な保安検査は、評価区分Ⅰに該当する上記①の

原子力発電所を対象とし、次の内容を確認する。 
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・改正された保安規定の遵守状況 

・定例試験（安全上重要な機器に係る試験、過去において不正

が行われた試験等）に立ち会うことによる機器等の健全性 

・再発防止対策の取組み状況 
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（２１）立入検査の実施（水力・火力） 

① 技術基準適合性の観点から、今回の総点検まで安全上の問題

が確認されていない行為が継続していた水力発電所及び火力発

電所に対し、その適合状況を確認するため、電気事業法第１０７

条に基づく立入検査を実施する（本年１２月末までに完了させ

る）。 

 

② 対象とするのは、次の１２５の水力発電所（ただし、７水力

発電所は、現時点で立入検査又は報告徴収を実施済み。）と、５

つの火力発電所の計１３０発電所である。 

(ⅰ)水力発電所(１２５発電所。＊は既に立入検査又は報告徴収を

実施済のもの。)  

北海道電力  清川、然別第二、志比内 

東北電力  雨谷、一の渡、内川、大利第二、鹿又川、木戸川第一、

夏井川第三、東山、桧枝岐、福岡、古道川、水ヶ瀞（*）、 

湯之谷、横岡第二 

東京電力    赤川、厚田、安曇、石打、一ノ瀬、猪苗代第一、猪苗代

第二、今井、小田切、葛野川（*）、上久屋、川茂、切明

（*）、熊川第二、小松、駒橋、小武川第三、小武川第四、

笹平、沢渡、塩原、鹿沢、信濃川、新高瀬川、大白川、

平、高瀬川第一、竜島、田代川第二、玉原（*）、所野第
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一、所野第二、土村第一、土村第三、中津川第一、中の

沢、西窪、日光第二、羽根尾、早川第一、早川第三、氷

川、穂積、前川、丸沼、御蔵島、水内、水殿、谷村 

中部電力  朝日、大船渡、気田、越戸、豊岡、長貫、西渡 

北陸電力  池の尾、市ノ瀬、上打波、中宮、中地山、三ツ又第一、

吉野第二 

関西電力  愛本、黒部川第二、黒部川第四、読書 

中国電力  油井、粕渕第一、粕渕第二、河内、川手、川西、窪田、

作西、周布川第一（*）、出羽川、富、布野、俣野川（*）、

俣野川ダム、南谷 

九州電力  内田川、内之浦、大塚、大平、大淀川第一、川上川第四、

川原、黒川第一、軸丸、本城川、竜門、鰐川 

電源開発  秋葉第一、魚梁瀬、尾上郷（*）、奥清津、尾鷲第二、黒

又川第一、佐久間、早明浦、長山、七色、船明、水窪、

御母衣、御母衣第二 

 

(ⅱ)火力発電所(５発電所) 

東京電力  東扇島火力発電所 2号機 

広野火力発電所 1号機 

中国電力  岩国発電所 2号機及び下関発電所 1、2号機 

電源開発  石川石炭火力発電所 1、2号機 
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２．電力会社とメーカーへの要求 

 

 

（４）電力会社の再発防止対策に係る行動計画の策定 

① 各電力会社が再発防止対策を具体的に実施していくために、

時間軸の入った行動計画を策定し、それを本年５月２１日まで

に報告するよう指示した（本年４月２０日）。 

 

② 報告に対して内容の妥当性を確認する。 

 

③ 電力会社の行動計画に基づいた再発防止対策の実施状況につ

いては、今後、四半期毎の保安検査で確認する。 
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（５）メーカーの安全性向上の行動計画の策定 

① 次の原子力の主要メーカーに対して、原子力の安全水準の向

上のための仕組みを含めた行動計画を策定し、それを本年５月

２１日までに報告するよう要請した（本年４月２０日）。 

・株式会社 日立製作所 

・株式会社 東芝 

・三菱重工業 株式会社 

 

② 報告に対して内容の妥当性を確認する。 

 

③ 各社の行動計画の実施状況については、報告内容を確認する

とともに、原子力安全委員会決定＊を踏まえ、ＢＷＲ事業者協

議会やＰＷＲ事業者協議会のように、電力会社及びメーカー間

での技術情報の共有、事故再発防止への活用が進められるよう

なものとなっているかについて、保安検査において、電力会社

の調達管理の観点から確認していく。 

 

※原子力安全委員会決定とは、本年４月２３日付け原子力安全委員会決定「原   

子力施設における改ざん・隠ぺい等の不正に係る今後の対応について」のことをい

う（以下、同じ）。 
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３．その他の原子力分野の対応 

 

 

 

（８）警報等印字記録（アラームタイパー）の原子力保安検査官

による監視等 

① 原子力保安検査官が毎日の巡視、点検活動の一環として、ア

ラームタイパーの記録を確認することについて、各原子力保安

検査官事務所への周知徹底を図った（本年４月２０日）。 

 

② アラームタイパーの内容を現地の原子力保安検査官事務所で

監視できるようにすることについて、国、原子力安全基盤機構

（ＪＮＥＳ）及び電気事業連合会で構成する「検査制度運用改

善ＰＴ」において検討を行う（本年５月中旬頃に検討を開始）。 

 

③ アラームタイパーの記録保存を義務化するための省令改正案

について、本年５月中に改正案をとりまとめ、所要の手続きを

経て、本年９月に施行することを目途に検討する。 

【改正省令】原子炉等規制法第３４条に基づく実用炉規則第７

条（記録） 
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（９）原子力保安検査官の施設へのフリーアクセスの徹底 

① 原子力保安検査官の施設へのフリーアクセスのための電力会

社との放射線管理等に関する取決めを締結した（平成１８年

１１月１日）。 

 

② 国と事業者との一層の独立性の確保及び効率的かつ効果的な

検査の実施の観点から、原子力保安検査官が電力会社の職員の

同行なし（フリーアクセス）で原子炉施設の安全性を確認する

ことについて、各原子力保安検査官事務所への周知徹底を図っ

た（本年４月２０日）。 

 

③ 実施状況については、四半期毎の原子力保安検査官会議で確

認する。 
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（１０）法令遵守体制等の保安規定への明確化 

① 保安規定に次の事項を追加するための省令改正案について、

本年５月中に改正案をとりまとめ、所要の手続きを経て、本年

９月に施行することを目途に検討する。 

(ⅰ)法令遵守のための体制に関すること 

(ⅱ)安全文化を醸成するための体制に関すること 

(ⅲ)事故等が発生した場合の原因を根本にまで遡って究明する

こと 

(ⅳ)公開可能な安全上重要な情報の発信に関すること 

【改正省令】原子炉等規制法第３７条に基づく実用炉規則第１６

条（保安規定） 

 

② また、根本原因分析の手順については全事業者に共通するも

のであることから、保安措置に位置づけることとし、このため

の省令改正案について、本年５月中に改正案をとりまとめ、所

要の手続きを経て、本年９月に施行することを目途に検討する。 

(ⅲ)事故等が発生した場合の原因を根本にまで遡って究明する

こと 

【改正省令】原子炉等規制法第３５条に基づく実用炉規則第７

条の３の７（保安活動の改善） 
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（１１）保安の措置のために講ずべき措置の追加 

① 保安措置として次の事項を位置づけることとし、そのための

省令改正案について、本年５月中に改正案をとりまとめ、所要

の手続きを経て、本年９月に施行することを目途に検討する。

なお、保安規定上の作業手順書等の位置づけの明確化を併せて

図ることとする。 

・作業手順書等を適正に作成し、これを遵守して保安活動を行 

 うこと 

・作業手順書等は、その妥当性を常に検証し、必要に応じて適

切な見直しを柔軟に行うこと 

【改正省令】原子炉等規制法第３５条に基づく実用炉規則（条

文新設） 

 

② メーカーの安全技術についての情報を電力事業者間で共有

できるようにするために、必要な調達管理上の措置を行うこと

とする。このために、上記①と同様のスケジュールで、必要な

省令改正案について検討する。 

【改正省令】原子炉等規制法３５条に基づく実用炉規則第７条

の３の５（保安活動の実施） 
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（１２）原子炉主任技術者の独立性が担保された体制の整備 

① 保安規定に次の事項を追加するための省令改正案について、

本年５月中に改正案をとりまとめ、所要の手続きを経て、本年

９月に施行することを目途に検討する。 

・ 原子炉主任技術者がその保安の監督の責任を十分に発揮す

ることができるようにするとともに、原子炉の運転に従事す

る者が原子炉主任技術者が保安のためにする指示に従うこ

とを確実にするため、原子炉主任技術者の独立性が担保され

る組織体制とするように求める。 

【改正省令】原子炉等規制法第３７条に基づく実用炉規則第 

   １６条（保安規定） 

 

② 原子力安全・保安院と原子炉主任技術者の間での問題意識の

共有化を図り、法令遵守意識の醸成を図るとともに、原子炉主

任技術者相互の情報交換を奨励し、安全の最前線である「現場」

重視への取組みを促していくため、第１回の原子炉主任技術者

会議を本年９月を目途に開催する。 

 

③ 原子力安全委員会決定を踏まえ、原子炉主任技術者の役割充

実を図っていくに当たっては、原子力安全委員会が行う原子炉

主任技術者との意見交換との連携を図る。 
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（１３）制御棒引き抜け等の報告義務化 

○ 事故故障等の報告に制御棒引き抜け等に関する次の事項を追

加するための省令改正案については、本年５月７日にパブリッ

クコメントに付した。本年６月に施行することを目途に所要の

手続きを進める。 

・制御棒駆動操作をしていない状態において、制御棒が動作し

たものについては、国への報告対象とする。 

【改正省令】原子炉等規制法第６２条の３の規定に基づく実用

炉規則第１９条の１７及び研究開発段階炉則第４３

条の１４（事故故障等の報告） 

 17



 

 

（１４）原子力発電施設の保安検査の結果の公開 

① 現地の原子力保安検査官が保安検査の結果を報道機関等に説

明することを本年度第１回保安検査の結果の公表時から実施す

る（本年６月～７月）。 

 

② 地元報道機関等への説明や電力会社によるトラブル情報の説

明の具体的な進め方については、電気事業連合会と調整を進め

る。 
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（１５）事故・トラブル情報の国際的な公開・共有の促進 

① 原子力安全委員会決定を踏まえ、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

等の多国間や二国間の枠組みを活用し、事故・トラブルに係る

国際的な情報の収集、発信、及び得られた情報の分析、活用に

係る取組みを一層強化する。 

 

② 特に、ＩＡＥＡにおける事故・トラブル情報の国際的な公開・

共有の促進のため、本年６月を目途にＩＡＥＡの担当部門に当

省から担当者を派遣する。 
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（１６）制御棒引き抜け事象等に関する国際ワークショップの開

催 

○ 制御棒引き抜け事象等を踏まえた安全情報の共有と安全性の

向上を図るため、ＩＡＥＡと共催の制御棒引き抜け事象等に関

する国際ワークショップを本年秋を目途に開催する。 
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（１７）「原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシア）」への

登録の推進 

① 全電力会社に対して、法令上報告が義務づけられている対象事

象はもとより、軽微な事象の情報共有を図るため、原子力事業者

がニューシアへの積極的な登録を進めるとともに、電力会社をは

じめ関係者間で拡充の仕組み、活用方策等について早急に検討す

ることを指示した（本年４月２０日）。 

 

② ニューシアへの登録状況については保安検査等で確認する。 

 21



 

 
（１８）検査制度見直しの一部先行実施及び充実 

 

① 原子力安全委員会決定を踏まえ、原子力安全・保安院の「検

査の在り方に関する検討会」（平成１８年９月）において提言さ

れた新たな検査制度（プラント毎の保守管理活動を保全計画の

策定等を通じて充実強化させ、検査も、一律の検査からプラン

ト毎の特性に応じたきめ細かい検査に移行していくことなど）

の導入に向けた制度設計の検討を加速する。 

 

② その際、今回の総点検結果を受けて、安全上重要な行為（起

動・停止）に対する検査の早期実施や保全計画の充実等の追加

的な対応を行う。 

 

③ これら一連の対応については、原子力安全・保安院から原子

力安全委員会に対して、適切に報告する。 

 

④ 原子炉起動・停止に対する保安検査の実施に係る次に示す省

令改正案については、上記の新たな検査制度よりも先行して、

本年５月中に改正案をとりまとめ、所要の手続きを経て、本年

９月に施行することを目途に検討する。 

(ⅰ)安全上重要な行為（起動・停止）に対する保安検査を実施

すること 
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(ⅵ)運転上の制限の逸脱が発生した場合に通報を行うことを求

めること 

【改正省令】(ⅰ)原子炉等規制法第３７条に基づく実用炉規則第

１６条の２（保安規定の遵守状況の検査）等 

(ⅵ)原子炉等規制法第３５条に基づく実用炉規則

第１２条（原子炉の運転） 

 

⑤ 保全プログラムに基づく保全計画に次の事項を反映させるた

めの検討を開始するとともに、省令改正案について、本年８月

中を目途に改正案をとりまとめ、所要の手続きを経て、平成 

２０年４月に施行することを目途に検討する。 

(ⅱ)保全計画記載要求事項に新たに「プラント停止時の安全管

理」を追加し、審査・検査を行うこと 

(ⅲ)定期事業者検査以外の安全上重要な保守点検活動の計画的

実施を保全計画記載事項として要求すること 

【改正省令】電気事業法第４２条に基づく電事法施行規則 

第５０条（保安規程） 

 

⑥ 上記のほか、次の事項については、早急に検討を行い、改訂

等を行う。 

(ⅳ)プロセス確認型定期検査の徹底のため、定期検査執務要領 

を改訂すること（本年度末予定） 
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(ⅴ)規格基準の透明性の向上を図ること（保守管理規程（ＪＥ

ＡＣ４２０９）等の規格基準への反映） 

 

⑦ 原子力委員会見解＊の「国内外の事故・トラブル等の知見を

組織として学習して業務に反映する機能や、検査を通して収集

した現場の情報を最新の科学技術の知見を踏まえて分析し、問

題提起する機能を充実すること。その際、原子力保安検査官の

検査業務に係る企画力、実施能力、説明能力などの充実を目指

すなど、規制行政に携わる人材育成にも格段の配慮をするこ

と。」については、保安検査の結果を継続的に分析・評価すると

ともに、安全実績指標(PI)**及び安全重要度決定手法(SDP)***の

活用方法について具体的な検討を行い、本年中に試行する。 

 保安検査マニュアルの整備や原子力保安検査官の資質・能力

をさらに高めるための実践的な訓練施設を整備し（本年度中に

供用開始予定）、訓練内容等のソフト面の充実を図るとともに、

訓練施設等その実施環境を充実させることにより、より一層の

安全規制の向上に取り組む。 

 

※  原子力委員会見解とは、本年４月２６日付け原子力委員会見解「原子力の安

全確保の取組に対する信頼の回復に向けて」のことをいう。 

 

※※ ＰＩ ：Performance Indicator 

※※※ＳＤＰ：Significance Determination Process 
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（１９）運転データ情報の監視 

○ 運転データ情報の保安検査官事務所への伝送について、その

範囲、方法等を国、原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）及び電気

事業連合会で構成する「検査制度運用改善ＰＴ」において検討

を行い（本年５月中旬頃に検討開始）、本年度末を目途に実施す

る。 
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（２０）情報へのフリーアクセスの確保 

○ 保安活動全般に係る情報に対する保安検査官の確認方法等を

国、原子力安全基盤機構（ＪＮＥＳ）及び電気事業連合会で構

成する「検査制度運用改善ＰＴ」において検討を行い（本年５

月中旬頃に検討開始）、本年度末を目途に実施する。 
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４．その他の水力・火力分野の対応 

 

 

（２２）電気事業法に基づく保安規程の記載内容の充実 

○ 供給責任を有する一般電気事業者等について、次の事項を保

安規程に充実するための省令改正案について、本年５月中に改

正案をとりまとめ、所要の手続きを経て、本年９月に施行する

ことを目途に検討する。 

（ⅰ）電気事業を運営するために必要な法令要求事項を明確に

し、業務遂行に当たっては、それらを確実に満足するよう

にすること 

（ⅱ）文書及び記録が適切に作成、変更され、保存されるよう

にすること 

（ⅲ）文書及び記録の作成、変更に対して、内容を適切に審査

承認する仕組みとするようにすること 

（ⅳ）保安活動が保安規程に基づき実施されることを確実にす

るよう、要領、手順を適切に具体化すること 

（ⅴ）保安活動が保安規程に従って適切に行われているか、監

視、監査するようにすること 

（ⅵ）保安規程が適切な保安活動を行うために十分か否かを確

認するため、定期的に保安活動の実施状況を踏まえ、必要

に応じ保安規程を改定する仕組みとするようにすること 

（ⅶ）外部から物資、役務を調達する場合は、調達内容に応じ
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て調達内容が確実に管理される仕組みを構築するように

すること 

（ⅷ）上記の改善が適切に行うことができる保安組織を構築し

運営するようにすること 

【改正省令】電気事業法第４２条に基づく同法施行規則第５０

条（保安規程） 
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（２３）法令、技術に対する確実な教育訓練の徹底 

① 電気事業法及びこれに関係する法令や技術に係る保安教育と

訓練を徹底するよう指示した（本年４月２０日）。 

 

② 今後、適切な措置が講じられているかについて、各電力各社

の本店等に対して実施状況の確認及び必要な指導を行う（本年

１０月～平成２０年３月）。 
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（２４）電気主任技術者等の役割の強化 

① 電気主任技術者、ダム・水路主任技術者及びボイラー・ター

ビン主任技術者の独立性の確保及び責任範囲の適切化等を図る

ための保安規程に係る省令改正案について、本年５月中に改正

案をとりまとめ、所要の手続きを経て、本年９月に施行するこ

とを目途に検討する。 

 【改正省令】電気事業法第４２条に基づく同法施行規則第５０ 

条（保安規程） 

 

② 改正された保安規程に基づき適切な措置が講じられているか

について、各電力各社の本店等に対して実施状況の確認及び必

要な指導を行う（本年１０月～平成２０年３月）。 
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（２５）火力、水力分野に係る規格基準の見直し 

① 火力分野については、既に技術基準及び同解釈の見直しを行

い、規制の透明化及び利便性の向上等に努めてきているが、今

後は、溶接安全管理検査制度に係る規制の見直しを図るため、

本年１２月中を目途に所要の改正を行う。 

 

② 水力分野については、規制の透明化及び利便性の向上等を図

る観点から、河川法との整合化を図りつつ、本年１２月中を目

途に技術基準及び同解釈の見直しを行う。 
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（２６）部門を超えた取組みの強化 

 

① 原子力、水力、火力等の部門間の情報共有を図り、安全確保に

向けた対応能力の強化を図るよう指示した（本年４月２０日）。 

 

② 今後、適切な措置が講じられているかについて、各電力各社の

本店等に対して実施状況の確認及び必要な指導を行う（本年１０

月～平成２０年３月）。 
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（２７）他社、他産業から得られた教訓の的確な反映 

 

① 水力、火力における電力会社間の情報共有を進めるとともに、

他社、他産業から得られた知見を安全確保に的確に活用する仕

組みを構築するよう指示した（本年４月２０日）。 

 

② 今後、適切な措置が講じられているかについて、各電力各社

の本店等に対して実施状況の確認及び必要な指導を行う（本年

１０月～平成２０年３月）。 
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（２８）保安規程等を遵守するための仕組みの検討 

○ 電力会社に対して、保安規程をはじめとする諸規定を確実に

遵守させるために、内部運用規定やマニュアル等を保安規程に

明確に位置づけるとともに、その遵守状況に係る内部監査を行

い、その監査結果を踏まえ改善を行うことを求めるなど保安規

程を遵守するための仕組みの検討を進める。 
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（２９）事業者における保安活動を外部評価する仕組みの検討 

○ 事業者における保安活動の実施状況に対して定期的に立入検

査やトップヒアリングを行い、それらの結果を踏まえて、保安

活動を外部評価する仕組みの導入について検討を進める。 
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 （３０）水力、火力分野に係る申告処理の充実 

 

○ 公益通報者保護法の施行の状況を踏まえつつ、水力、火力分

野に係る申告について周知を図るなど、申告処理の充実に向け

て検討を進める。 
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 37

（別紙） 

行政処分及び総点検結果を踏まえた特別な対応 

（ （ ）の番号は、３０項目に対応する番号 ） 

区分 項目 内容 対策 

(1)保安規定の変更命

令（原子炉等規制法

第３７条第３項） 

（原子力） 

・経営責任者の関与を強めること

・原子炉主任技術者の独立性を

高めること 

・想定外の制御棒の引き抜けを

異常発生時に位置づけること 等

評価区分Ⅰの７発電所 

・北陸電力㈱志賀発電所（１号機） 

・東京電力㈱福島第一発電所（３号機） 

・東京電力㈱福島第二発電所（４号機） 

・東京電力㈱柏崎刈羽発電所（１号機） 

・中国電力㈱島根発電所（１号機、２号

機） 

・日本原子力発電㈱敦賀発電所（１号

機、２号機） 

・日本原子力発電㈱東海第二発電所 

(2)保安規程の変更命

令（電気事業法第４２

条第２項） 

（水力・火力） 

・主任技術者の独立性を確保す

ること 

・保安教育の充実を図ること 

・工事計画の届出に係る手続を

確認する体制を設けること 

・適正な記録・保存がなされるよう

にすること 等 

評価区分Ⅰの１０事業者 

・北海道電力㈱ 

・東北電力㈱ 

・東京電力㈱ 

・中部電力㈱ 

・北陸電力㈱ 

・関西電力㈱ 

・中国電力㈱ 

・九州電力㈱ 

・沖縄電力㈱ 

・電源開発㈱ 

行政処分 

(3)技術基準適合命令

（電気事業法第４０

条） 

（水力） 

水力発電所の運転を止めて、技

術基準に適合するように修理等

を行うこと 

評価区分Ⅰのうち２発電所 

・東京電力㈱小武川第三発電所上来沢

川ダム 

・北陸電力㈱市ノ瀬発電所西谷ダム 

(6)直近の定期検査に

おける特別な検査 

（原子力） 

・定期検査に加えて、特別な検査

を実施 

・特別な検査では、原子炉停止中

の安全装置の作動状態等につい

て確認 

評価区分Ⅰの７発電所（９プラント） 

(7)特別原子力施設監

督官 

（原子力） 

・保安院で特別原子力施設監督

官を発令し、特別な監視・監督を

実施 

・定例試験への立ち会い、保安規

定の遵守状況の検査を強化 

評価区分Ⅰの７発電所 

総点検結果

を踏まえた

特別な対応 

(21)立入検査の実施 

（水力・火力） 

技術基準への適合状況を確認 水力１２５発電所 

火力５発電所 

（※うち水力の７発電所については実施

済み） 

 




